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令和６年度鰺ヶ沢町農業再生協議会水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

 

当該地域の水田面積の約 36％は主食用水稲が作付けされ、その他土地利用型作物は約 33％（大豆 19％、

飼料用米 9％、備蓄米 3％、小麦・そば・なたね 2％）、その他作物は 5％、不作付地が 26％となっており、

耕作面積 74％の内 56％が担い手による耕作で、残り 21％が小規模農家による耕作となっている。 

主食用米の需要が毎年１０万トンずつ減少する情勢を考慮すると、飼料用米等の非主食用米の作付や、収

益の見込める転作作物などへの作付転換を促進し産地形成することで農業経営の維持・向上を図っていくこ

とが必要となっている。 

当該地域の主な転作作物は、大豆、小麦、そば、なたね、アスパラガス、トマト、スイカ、メロン、りん

ごとなっており、特にアスパラガスは町の特産として市場から高い評価を得ている。 

しかしながら、鳥獣による野菜等の食害、水稲を含む農作物の栽培農家の高齢化による離農や中山間部の

水路等の管理者不足、令和４年度に発生した豪雨による被害からいまだに復旧していない農地や水路などに

より不作付地の拡大が進行している状況もあり、従来の産地を維持しつつ、適地適作となる転作作物を推進

することも必要となっている。 

 

２ 高収益作物の導入や転換作物等の付加価値の向上等による収益力 
強化に向けた産地としての取組方針・目標 

 

基盤整備率は約 38％で西北地区管内の基盤整備率 71.4％より低く、また、中山間地のほ場割合も 44％で

あり、機械化作業等に不利なほ場を多く抱えている農家が多く、そのほ場を有効活用することができ、かつ

実需者ニーズが高く、単位面積当たりの収益率が比較的高い作物を推奨し、経営の安定化を図るとともに新

たな産地形成に向けた取組を支援していく。 

新規就農者や認定新規就農者の受け入れを推進していく他、中心的経営体の作業効率化及び規模拡大を促

すため、農地中間管理事業を活用した農地の集積・集約化を推進していく。 

近年、畑作物にとってサル、クマ等鳥獣による被害が大きな課題となっていることから、食害が少ない作

物の選定、作付を進めていく。 

 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

 

水田を有効に活用するため、従事者の高齢化等により管理できなくなった水田については、中間管理機構

の事業に組み入れるなどの取組を推進する。 

また、水稲を組み入れない作付体系が数年以上定着し、畑作物のみを生産し続けている水田や今後も水稲

が作付される見込みがない水田については、前年度と同様に畑地化支援の活用を促していく。 

令和６年度においては、引き続き各関係機関と連携し、水稲と大豆を中心としたブロックローテーション

による作付体系に取り組む。 

また産地交付金対象者に畑地化支援を周知するとともに、対象から除外される水田の洗い出しを実施し、

畑地化支援の活用を推進する。 
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４ 作物ごとの取組方針等  

（１）主食用米 

品種や栽培技術等を見直し、需要動向等を見極め生産者自らの判断で取り組むように誘導し、生産 

性向上を図りながら安定した生産を行う。 

 

（２）備蓄米 
主食用米にかわる作物として安定した生産が可能となる備蓄米について、JA（全農）及び県集荷組 

合と連携を図りながら取り組む。 

 

（３）非主食用米 

 

  ア 飼料用米 
主食用米の需要減が見込まれ、畜産飼料価格が高騰している中、実需者からの需要が今後も

高い水準で推移することが見込まれていることから、農業者が蓄積してきた稲作の多収技術や

既存農業機械を有効に活用できる飼料用米の生産維持・拡大を図る。 

飼料用米の本作化や生産拡大にあたっては、多収品種の導入を勧め、生産性向上メニューの

取り組みによる省力化を図りながら取組面積の拡大を目指す。 

     また、地域設定による産地交付金を活用しながら、副産物となる稲わらを畜産農家と連携し、 

家畜の飼料として利用する耕畜連携の取組を推進し、飼料用米作付の定着化と飼料自給率の向 

上を目指す。 

 

  イ 米粉用米 

取組なし 

 

  ウ 新市場開拓用米 

取組なし 

 

  エ WCS用稲 

取組なし 

 

  オ 加工用米 

 取組なし 

 

（４）麦、大豆、飼料作物 

 麦・大豆については、地域設定の産地交付金を活用して、団地化、担い手への土地利用集積等による

低コスト化に加えて、弾丸暗渠等の排水対策や稲わらの鋤込みや堆肥施用による土づくり、土壌診断に

よる施肥管理により増収・品質向上に努めるとともにブロックローテーション等の輪作体系の導入を推

進することにより、作付面積を維持・拡大する。 

 飼料作物については取組なし。 

 

（５）そば、なたね 

そばについては、気象状況により品質・収量の年次変動が大きいことから、地域設定の産地交付金

の活用により、収量・品質の向上及び高品質生産に向けた輪作体系の導入等に努め、農産物検査１等

比率 100％の継続と単収増大を目指す。 

なたねについても地域設定の産地交付金の活用により作付面積拡大、輪作体系の導入等に努め、収

量・単収増大を目指す。 
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（６）地力増進作物 

   取組なし 

 

（７）高収益作物 

これまで町の特産物として作付けを奨励していたアスパラガス、トマト、ミニトマト及びつがるにし

きた農協の農業振興計画により定められた重点推進作物（にんにく、ブロッコリー、ねぎ、アスパラガ

ス）について、町の重点振興野菜として拡大する。 

この中でも、アスパラガスについては植え付け後長期間の収穫が見込め、トマト、ミニトマトにおい

てはハウスによる施設栽培が主となっていることから、畑地化による本作化を促し産地形成の促進を図

っていく。 

また、地域内で安定的な需要がある作物については、複合経営に取り組んでいる農家が導入しやす

く、水田の畑地利用に向いていることから、地域設定の産地交付金の支援を活用し生産意欲を高めるこ

とにより取組面積の拡大を目指す。 

 



４ 

 

５ 作物ごとの作付予定面積等 

（単位：ha） 

作物等 

前年度作付面積等 当年度の作付予定面積等 令和 8 年度の作付目標面積等 

 うち 

二毛作 

 うち 

二毛作 

 うち 

二毛作 

主食用米 ６０５．１ 0.0 ５４７．０ 0.0 ５４０．０ 0.0 

備蓄米 ５５．７ 0.0 １９．６ 0.0 ３０．０ 0.0 

飼料用米 １５４．８ 0.0 １６０．０ 0.0 １７０．０ 0.0 

米粉用米 ０．０ 0.0 ０．０ 0.0 ０．０ 0.0 

新市場開拓用米 ０．０ 0.0 ０．０ 0.0 ０．０ 0.0 

WCS 用稲 ０．０ 0.0 ０．０ 0.0 ０．０ 0.0 

加工用米 ０．０ 0.0 ０．０ 0.0 ０．０ 0.0 

麦 １１．２ 0.0 ２２．０ 0.0 ２５．０ 0.0 

大豆 ３２４．６ 0.0 ３５０．０ 0.0 ３５０．０ 0.0 

飼料作物 ８．９ 0.0 １０．０ 0.0 １５．０ 0.0 

 ・子実用とうもろこし ０．０ 0.0 ０．０ 0.0 ０．０ 0.0 

そば １１．３ 0.0 １５．０ 0.0 ２０．０ 0.0 

なたね ５．５ 0.0 ８．０ 0.0 １０．０ 0.0 

地力増進作物 １．８ 0.0   ２．０ 0.0 ２．２ 0.0 

高収益作物 ７６．５ 0.0 １０６．５ 0.0 １３４．５ 0.0 

 ・野菜 

  アスパラガス 

  ねぎ 

たまねぎ 

ブロッコリー 

トマト 

ミニトマト 

にんにく 

その他野菜 

３９．９ 

３３．９ 

０．２ 

０．０ 

１．２ 

１．３ 

０．５ 

０．０ 

２．８ 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

４４．４ 

３５．０ 

０．４ 

０．３ 

１．２ 

１．５ 

０．７ 

０．３ 

５．０ 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

５４．４ 

４０．０ 

０．６ 

０．６ 

１．７ 

２．０ 

１．０ 

０．５ 

８．０ 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

・花き・花木 ０．１ 0.0 ０．１ 0.0 ０．１ 0.0 

・果樹 １０．０ 0.0 １２．０ 0.0 １５．０ 0.0 

・その他の高収益作物 ２５．４ 0.0 ５０．０ 0.0 ６５．０ 0.0 

その他 ９３．０ 0.0 １０８．３ 0.0 ５１．７ 0.0 

畑地化 ３０．３ 0.0 ２０．０ 0.0 １０．０ 0.0 
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６ 課題解決に向けた取組及び目標 

整理

番号 
対象作物 使途名 目標 

 

前年度(実績) 目標値 

１ 
アスパラガス 

（基幹作） 

アスパラガス新植・ 

改植取組助成 

単年度新規・改植取組面積 (令和 5 年度)1.2ha (令和 6 年度)0.4ｈａ 

（1年目） 

（2年目） 

(令和 5 年度)1 年目:0.4ha 

(令和 5 年度)2 年目:0.8ha 

(令和 6 年度) 1 年目:- 

(令和 6 年度) 2 年目:0.4ha 

２ 

アスパラガス 

トマト 

ミニトマト 

ねぎ 

たまねぎ 

ブロッコリー 

にんにく 

（基幹作） 

重点振興野菜助成 作付面積 (令和 5 年度)１５．４ｈａ (令和８年度)２５．０ｈａ 

３ 
別紙のとおり 

（基幹作） 
畑作物振興助成 作付面積 (令和５年度)２．８ｈａ (令和８年度)５．０ｈａ 

４ 
大豆 

（基幹作） 

生産性向上メニュー 

取組助成① 

取組面積 

農産物検査 1 等比率 

（直近 3カ年平均） 

単収 

（直近 3カ年平均） 

(令和５年度)３０９．５ｈａ 

(令和５年度)３６．６％ 

(令和５年度)１２５．３kg/10a 

(令和８年度)３５０．０ｈａ 

(令和８年度)４０．０％ 

(令和８年度)１３０．０kg/10a 

５ 
小麦 

（基幹作） 

生産性向上メニュー 

取組助成② 

取組面積 

品質検査 1 等 A ﾗﾝｸ比率 

（直近 3カ年平均） 

単収 

（直近 3カ年平均） 

(令和５年度)１１．２ｈａ 

(令和５年度)６０．９％ 

(令和５年度)７３．８kg/10a 

(令和８年度)２５．０ｈａ 

(令和８年度)６０．０％ 

(令和８年度)１７０．０kg/10a 

６ 
そば 

（基幹作） 

生産性向上メニュー 

取組助成③ 

取組面積  

単収 

(令和５年度)３．２ｈａ 

(令和５年度)６８．７kg/10a 

(令和８年度)１０．０ｈａ 

(令和８年度)７０．０kg/10a 

７ 
なたね 

（基幹作） 

生産性向上メニュー 

取組助成④ 

取組面積 

単収 

(令和５年度)５．５ｈａ 

(令和５年度)139．9 ㎏/10a 

(令和８年度)１０．０ｈａ 

(令和８年度)280．0 ㎏/10a 

８ 
飼料用米 

（基幹作） 

生産性向上メニュー 

面積維持 

取組助成⑤ 

取組面積 (令和５年度)７０．１ｈａ (令和８年度)８０．０ｈａ 

９ 
飼料用米 

（基幹作） 

生産性向上メニュー 

面積拡大 

取組助成⑥ 

取組面積 (令和５年度) ８４．７ｈａ (令和８年度)９０．０ｈａ 

１０ 

飼料用米の 

稲わら 

（基幹作） 

農地の高度利用取組 

助成（耕畜連携） 

耕畜連携（稲わら利用）

取組面積 
(令和５年度)７４．３ｈａ (令和８年度)９５．０ｈａ 

※ 必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。 

※ 目標期間は３年以内としてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



都道府県名：青森県

協議会名：鰺ヶ沢町農業再生協議会

整
理
番
号

使途
※1

作
期
等
※2

単価
（円/10a）

対象作物
※3

取組要件等
※4

1 ｱｽﾊﾟﾗｶﾞｽ新植・改植取組助成(2年目のみ) 1 30,000 アスパラガス（基幹作） 新規作付又は改植(２年目のみ)

2 重点振興野菜助成 1 16,000 アスパラ、トマト、ミニトマト、ブロッコリー、ねぎ、にんにく 収穫、出荷、販売

3 畑作物振興助成 1 9,000 市場等販売作物（基幹作）　（別紙のとおり） 収穫、出荷、販売

4 生産性向上ﾒﾆｭｰ取組助成①大豆 1 5,000 大豆（基幹作） 生産性向上等の取組１以上の実施

5 生産性向上ﾒﾆｭｰ取組助成②小麦 1 1,000 小麦（基幹作） 生産性向上等の取組１以上の実施

6 生産性向上ﾒﾆｭｰ取組助成③そば 1 1,000 そば（基幹作） 生産性向上等の取組１以上の実施

7 生産性向上ﾒﾆｭｰ取組助成④なたね 1 2,000 なたね（基幹作） 生産性向上等の取組１以上の実施

8 生産性向上ﾒﾆｭｰ取組助成⑤飼料用米維持 1 1,000 飼料用米（基幹作） 面積維持、生産性向上等の取組１以上の実施

9 生産性向上ﾒﾆｭｰ取組助成⑤飼料用米拡大 1 2,000 飼料用米（基幹作） 面積拡大、生産性向上等の取組１以上の実施

10 農地の高度利用取組助成（耕畜連携） 3 5,000 飼料用米の稲わら（基幹作） 生産性向上等の取組１以上の実施

 ７　産地交付金の活用方法

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してください。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載してください。対象作物が複数ある場合には別紙を付す子とも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件の内取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。
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